











































⑴ 用 語 法
最初に，ウィスコンシン州の少年司法における身柄保全の仕組みを，同州の
制定法の 1 つである「少年司法法典」（Juvenile Justice Code）に沿って概観し
ておきたい。









) 澤登俊雄『少年法入門〈第 4版〉』（2008 年）99頁。
























を付与すること」と定義されている（s. 938.02(12)7)）。一方，̒ physical cus-





























そこで以下本稿では，例えばʻtake a juvenile into custodyʼは「少年を監




























































































































































































































































































































































































































































を掲げていた（当時の子ども法典 s. 48.355(6)⒟ 1）。
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15) 1994 年 1月から 96年 6月までの年半と 1996年 7月から 98 年 12月までの年半とを比較
すると、ウィスコンシン州全体で、犯罪少年認定前の段階における少年拘禁施設への収容は
24,861 人から 20,296人へ 18％減少したのに対し、認定後の段階における少年拘禁施設への収容
は 13,214 人から 19,369 人へ 47％増加した。See 1999-2000 Joint Legislative Audit Committee,
An Evaluation, Secure Juvenile Detention, 1999, p.17.





























Youth and Family Aidsが少年拘禁施設に資金投与することは，施設内における処遇や学習に要
する費用を除き，州の制定法により禁止されている（s. 301.26(2)⒞）。
18) National Center for Juvenile Justice, supra note 16.
19) 例えば，Walworth Countyでは，Department of Health & Human Services（DHHS）と呼ば
れるカウンティの福祉局がインテイクを行っている。その概要につき，Dept of Health & Human
Services（DHHS）（visited Jan. 19, 2009）〈http://www.co.walworth.wi.us/Human%20Services/
Website/ChildrenʼsServ/Juvenile/juvenile_court_intake1.htm〉.







































































統計によると22)，2007 年に JRCが受理した少年は 1,040人である。年齢は











犯罪 41％（334 人），ｂ．人身犯罪 27％（217 人），ｃ．財産犯罪 25％（196人），
ｄ．銃器犯罪 4％（91 人），ｅ．薬物犯罪 3％（21 人）であり，各類型の主な犯罪
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22) Dane County Juvenile Court Program, The Annual Juvenile Court Report 2007, pp.2-18.
23) 少年司法法典における少年年齢は 17歳未満である（s. 938.02(10m)）。
24) 当該犯罪につき初回のインテイク（initial intake）を行うためであるから，初犯とは限らず再
犯の場合もありうる。
は，ａ．人身犯罪＝治安紊乱行為 190人，凶器を携帯した治安紊乱行為 51 人，
妨害 45 人，ｂ．人身犯罪＝暴行 91 人，未必の故意または認識ある過失による
安全侵害 19 人，第 1級性的暴行 18 人，ｃ．財産犯罪＝器物損壊 63 人，無許可
自動車運転 35 人，盗罪 23 人，ｄ．銃器犯罪＝凶器を携帯した治安紊乱行為 51
人，凶器運搬 18 人，持凶器強盗 11 人，凶器所持 11 人，ｅ．薬物犯罪＝マリフ
















































たりする場合 1％（8人），⑦その他 4％（25 人）である。
少年拘禁センターへの収容期間は平均約 10日であり28)，日当たりの平均
収容者数は 15 人（定員 24 人）である。
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26) Dane County Juvenile Court Program, Policy & Procedure Manual（last modified Nov. 2005）
〈http://www.countyofdane.com/juvenilecourt/pdf/procedure_manual/5-d％ 20guidelines％
20for％ 20jrc％ 20intake.pdf〉.
27) Dane County Juvenile Court Program, supra note 22, pp.19-26.
28) 内訳は，① 1 日未満 15％（86人），② 1〜2 日 15％（90人），③ 2〜3 日 7％（39 人），④ 3〜4
日 5％（27 人），⑤ 4〜6日 9％（50人），⑥ 6〜10日 16％（94 人），⑦ 10〜15 日 11％（63 人），
⑧ 15〜20日 8％（46人），⑨ 20〜25 日 5％（29 人），⑩ 25〜30日 3％（16人），⑪ 30〜40日 3％
（19 人），⑫ 40〜50日 2％（9 人），⑬ 50〜60日 1％（6人），⑭ 60〜70日 1％（4 人），⑮ 70〜80









































視されている。シェルターホームの収容定員は 16人（男女各 8 人），対象年齢
は 10〜17歳である。滞在期間は最長 60日であるが，詳しくは後述する。
職員は，①責任者であるコミュニティ・プログラム・マネジャー 1人，②ハ
ーフタイム30)職員のケースマネジャー 1 人，③常勤職員 6人（男女各 3 人），
















30) ハーフタイム職員とは，2週間で 40 時間勤務する職員のことをいう。
31) Outgamie，Waukesha Countyではカウンティの福祉部局が，Milwaukee, Winnebago County
では民間組織がシェルターケア施設を運営している。
32) Marathon，Rock Countyなどでは，同じ建物の中に少年拘禁施設とシェルターケア施設とが















滞在期間は，上記①〜③は 60 日以内，④は 20 日以内（s. 48.357(2)，s.
938.357(2)），⑤は個の違反につき 10日以内，⑥と⑦はその性格上ごく一時
的なものである。
⑶ 入 所 状 況
統計によると33)，2007 年にシェルターホームに措置された少年は 344 人で
ある（複数の事由に該当するケースを含む）。性別は男子 56％（192 人），女子





が上昇している）。犯罪の種類は，器物損壊 40人，不法接触 39 人，凶器を携帯





33) Dane County Juvenile Court Program, supra note 22, pp.27-32.
34) 内訳は，10 歳 2 人，11歳 7 人，12歳 13 人，13歳 58 人，14歳 62 人，15歳 90人，16 歳 96
人，17歳 16人である。
少年の法的身分は，①非拘禁監護 52％（156 人），②緊 急の措置変更
（emergency change of placement）26％（78 人），③サンクションを受けるため
15％（44 人），④拘禁監護からの仮釈放 8％（23 人）である。













































35) 内訳は，1〜4 日 57％（197 人），5〜9 日 10％（35 人），10〜14 日 8％（29 人），15〜19 日 8％
















は〜10：30〉。土・日曜は午前 9 時〜午後 10：30 まで〈日曜は〜9：30〉。ただし，
食事，掃除，Personal



























































































36) 例えば，Waukesha County の HDP の概要について，Home Detention（visited Feb. 13,
2009）〈http://www.waukeshacounty.gov/uploadedFiles/Media/PDF/CJCC/HomeDetention.
pdf〉.
37) 例えば，ミシガン州 Barry County の HDP について，Home Detention Program（last mod-



























ム38)」（Community Adolescent Program. 以下 CAP）または「近隣介助プログラ
ム39)」（Neighborhood Intervention Program. 以下 NIP）と呼ばれるインテンシヴ
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いる。統計によると40)，2007 年には 252 人の少年に対し HDPが行われたが，
このうち，①非拘禁監護の身分で HDPに付された者 23％（57 人），②拘禁監
護からの仮釈放という身分で HDPに付された者 26％（66人），③ CAPや NIP
のプログラムへの橋渡しとして HDPに付された者 48％（121 人），④裁判所の
独立した処分の 1つとして HDPに付された者 3％（8人）という状況である。
なお，これらは全て犯罪少年のケースであり，要保護少年や要保護児童は含ま


















39) 「近隣介助プログラム」（Neighborhood Intervention Program）は，「デイン・カウンティ福祉
部局」（Dane County Department of Human Services）の「子ども青少年家族部門」（Children,
Youth and FamiliesDivision）が実施する，アフリカ系アメリカ人の少年を対象としたインテンシ
ヴな指導監督プログラムである。「近隣介助プログラム」は早期介入業務も行っている。

























































































































































































































































































































42) See U. S. Department of Justice, Office of Juvenile Justice and Delinquency Prevention,
Removing Children from Adult Jails, A Guide to Action, 1980. Wisconsin Council on Criminal
Justice, Department of Health and Social Services, Removal of Juveniles from Adult Jails in
Wisconsin, Issues and Answers, 1985.
































44) 団藤重光・森田宗一『新版少年法〈第 2版〉』（1984 年）144頁。
45) 梶村太市「少年の観護措置の要件（基準）を中心として」家庭裁判月報 32巻 8号（1980年）
31-32頁。
家裁調査官の負担の問題も考える必要がある。デイン・カウンティの家庭監護
プログラムには 2人の専属のワーカー（Community Youth Counselor）が配置さ
れており，そのケースロードは 1日 1人あたり桁台である。家庭監護プログ
ラムの効果的な運営にとり，これは重要な条件になっていると思われる。
今後，少年鑑別所送致と自宅待機との中間を埋めるべく，観護措置の多様化
が図られる必要があろう。シェルターホームや家庭監護プログラムのような実
践には予算やマンパワーが必要であり一朝一夕に実現できるものではないであ
ろう。しかし，現行制度の枠内であっても，家裁に身柄付き送致された事件に
ついて，収容観護をとるのではなく，少年を家庭に戻した上で調査官観護を行
ったり，少年等の同意のもとに個人の家庭，民間の施設，団体等に一時身を置
いたり，一旦は少年鑑別所に収容したが比較的早い段階でこれを解除し調査官
観護に切り替えたりするなど，ケースに応じた弾力的な運用が求められていよ
う。
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